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　〔A〕から〔D〕までの若の図は，それぞれ左図に対応する限界効用のおおきさを示したもので
ある。図でp、は現実の利潤率，リ、は現実の評価率を示すとすれば，それに対応した限界効用のお
おきさを示す範囲が太線で示されている。これからも明らかなように，ld〕の特殊なケースとしてle〕
のように，たまたま利潤率と評価率の制約条件に，現実のそれが一致した場合は，ケース（d）の
giに比べて，ケース（e）のg2の方が成長率が大きくなるので，成長率を最優先目標とする我々
の仮定の下では，企業は1・〕のケースを選好すると考えられる。
　現実の企業の行動として，ケースldjを選好すると考えられるが，新規企業あるいは，参入企業の
行動は，利潤率あるいは評価率の最低基準を最初のうち，多少犠牲にしてでも，売上高を目標に行
動する場合，lb〕lc〕ないしはla〕のケースで，行動する場合もあると考えられる17〕。しかし，時問が経
過して，企業が安定軌道に乗りだすと，ケースld〕を選好すると考えるのが自然であろう。
4
本稿では売上高成長率を優先目標とする企業をとりあげ，評価率と成長率および利潤率と成長率
17）この例として，地方へ進出するスーパー，百貨店，あるいは海外へ進出する企業の初期の行動を考えればよい。
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の間に，トレード・オフ関係が成立する場合に限定して分析をすすめた。このことは，企業の効用
関数を導八したB・Fモデルを適応する便宜上の措置である1助。
　このモデルで，効用関数の変数である成長率は中心目標であるが故に，これがいくら大きくなっ
ても，その限界効用はゼロにならず，企業は，9が大きくなればなる程，好ましいとするのは，限
界効用の意味から，一見矛盾するのではないかと考えられるかもしれないが，成長率は，利潤率・
評価率とは，それぞれトレード・オフ関係によって，p，・の制約条件から，おのずと制約され，g
が無限に大きくなること1寺ない。したがって，gを中心目標とした場合は，U。＝0とは決してなら
ない。このことより，われわれのモデルは，B・Fモデルとも異なると考えてよい。
　さらに，新古典派的な企業では，限界効用均等法則が成立し，それぞれの限界効用は，ゼロにな
ることはないが，ここで検討したモデルのように，制約条件が満たされると，その限界効用はゼロ
になり，限界効用均等法則が成立することはない。
　われわれのここで得た結論は，成長率を優先目標として，総効用の極大化をめざす企業行動，
1・〕，lb〕，1・〕，ld〕，1・〕のいずれのケースにおいても，成長率の限界効用が一番大きいということにな
る。しかもそうした場合が，総効用は極大になっているだろうとした，企業行動の多様化論の中で
の一つの試論である。経済は恒常状態を前提したとしても，寡占的企業の行動意欲を考えれば，当
然の帰結かもしれない。
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18）　個別企業レベルだけでなく，経済が全体的に仁蝋状態にあって，経済が9で成長している時は，需要も9
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